
⽇本慢性期医療協会 定例記者会⾒
⽇時：平成31年2月14⽇１6：3０〜
場所：⽇本慢性期医療協会

1.介護医療院への転換状況について
2.小さな市町村は、介護保険財政を安定させるため、

人口20万人程度の規模に集約して、
介護保険の保険者としてはどうか。

3.「移⾏定着⽀援加算」の算定期限を延⻑して
いただきたい

4.介護保険施設の機能の明確化について
5.第６回慢性期リハビリテーション学会について
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2厚⽣労働省ホームページ 「介護医療院の開設状況」より
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平成30年１２⽉３１⽇時点
介護医療院の施設数「０」

・岩手県
・宮城県
・山形県
・栃木県
・千葉県
・東京都
・神奈川県
・新潟県
・三重県
・滋賀県
・京都府
・和歌山県
・宮崎県

厚⽣労働省ホームページ
「介護医療院の開設状況」より
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平成30年１２⽉３１⽇時点
介護医療院療養床数合計

７,４１４床

（H28年7⽉1⽇現在）25対1療養 65,925床※1①
（H29年10⽉1⽇現在）介護療養 53,352床※2②

①+②＝119,277床
わずか6.2％しか転換していない※１：平成29年12月8⽇ 中医協総会資料より

※２：平成29年介護サービス施設・事業所調査（平成29年10月1⽇）より

厚⽣労働省ホームページ 「介護医療院の開設状況」より
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厚⽣労働省ホームページ
「介護医療院の開設状況」より
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医療療養病床から介護医療院への

転 換 が 進 ん で い な い 。

小さな市町村では介護保険料が上がる

のを懸念して、医療療養病床からの

転 換 を 認 め よ う と し て い な い 。



今年度（2018年度）からは「医療機関のダウンサイジング」に向けた
▼建物の改修（病院病棟から他⽤途への転換等）▼不要となる建物・機器の処分
▼早期退職制度—などにも活⽤することが認められている。

25対1医療療養病床から介護医療院への転換を促進するために、
介護保険財政に医療基⾦から補助を出してはどうか。

地域医療介護総合確保基⾦

2018年9月14⽇
第12回 医療介護
総合確保促進会議
資料より
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地方の過疎の進む市町村は高齢者が多く、
要介護者も多いので、介護保険財政が
厳しくなり、保険料を上げなければ
な ら な く な る 。
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小さな市町村は、介護保険財政を

安定させるため、人口20万人程度の

規 模 に 集 約 し て 、 介 護 保 険 の

保 険 者 と し て は ど う か 。
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介護保険サービスの提供量とも関係するが、
全 国 の 市 町 村 で そ れ ぞ れ 介 護 保 険 の
保 険 料 が バ ラ バ ラ で あ る 。
将 来 高 齢 化 が 進 み 、 介 護 保 険 料 が
一部の市町村で高騰するようなことが
な い よ う に 対 応 す べ き で は な い か 。
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限られた医療資源を最⼤限に⽣かし、
医師や看護師が常駐する介護医療院は、
これまでにない概念の介護保険施設で
あり、利便性も高い。



12厚⽣労働省「平成30年度介護報酬改定の内容 〜介護医療院関係〜」資料より
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25対1医療療養病床や介護療養病床だけ
でなく、空床の目⽴つ一般病床からの
転換ができれば、結果的に医療介護費⽤
を抑制できることが十分に考えられる。
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このままだと来年3月までに介護医療院
への転換が十分に進まない可能性も
ある。一般病床からも介護医療院に
早く転換させてあげてはどうか。
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病院病床の３０万床以上が空床と
な っ て い る 。 こ れ ら の 病 床 を
介護のための病床として有効利⽤する
ために、一般病床からも介護医療院に
転換しやすくすれば、新しい介護施設
を作る必要がなく、効率的である。
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⼊ 院 費 ⽤ の ⼤ 変 高 い 高 度 急 性 期 で
ターミナル患者を⼊院治療する必要はない。
ターミナル患者は、緩和ケア病棟か、
介護医療院で看取るべきではないか 。
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介護医療院への転換が進んでいない
現状を踏まえて、「移⾏定着⽀援加算」
の算定期限を延⻑していただきたい。
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病院は、治療して病状を改善し、
病気を治すところであるという原則を
明確にすべきである。そして介護保険
施 設 は そ の 施 設 に よ り 、
機能を明確に分けて運⽤できるように
してはどうか。
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介護医療院 要介護度も重く、病状も重い方の
ための施設 看取り機能

⽼健 ⽐較的要介護度の軽い方の
在宅復帰ための施設

特養 要介護度の重い方の収容施設

グループホーム 認知症の方で病状があまり
重くない人の収容施設

その他
（有料⽼⼈ホームなど）

⽐較的に元気なものの⾃宅で
⾃⽴⽣活が困難な方のための施設。

病院 治療して病状を改善し、
病気を治すところ
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特養では医療スタッフが昼夜いるわけ
ではない。医療スタッフの少ない
特養での看取りを促進するよりも、
医療スタッフの多くいる介護医療院で
の 看 取 り を 進 め る べ き 。
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現在は多くの種類の施設ができているが
機能的に分けて利⽤するようにした方が
効率的である。
また、あらゆる施設で最期まで看取るのは
難しい。多くの種類の施設を効率的に機能別
に 運 ⽤ す る 方 が 本 人 の た め に は
アウトカムが良い。
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医療スタッフがほとんどいない施設でも
１度⼊れば、全てそこで最期まで看取ること
は ス タ ッ フ に 過 ⼤ な 業 務 と な る 。
厚労省は機能を⾒事なまでに明確に分けて
色 々 な 施 設 を 作 っ て く れ て い る 。
現場にいる私達スタッフは厚労省の指し⽰す
方向に向かって努⼒するべきではないか。
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シンポジウム
シンポジウム1
2月15⽇（⾦曜⽇） 15：10〜18：00
「2040年以降を⾒据えたリハビリテーションのあり方への提⾔」
シンポジスト：

久保 俊一（⽇本リハビリテーション医学会 理事⻑／
京都府⽴医科⼤学⼤学院 教授）

小塩 真史（厚⽣労働省保険局医療課⻑補佐）
木内 哲平 （厚⽣労働省⽼健局⽼人保健課

介護保険データ分析室⻑）
武久 洋三 （⽇本慢性期医療協会 会⻑）

座⻑：栗原 正紀（⻑崎リハビリテーション病院 理事⻑・院⻑）
司会：木下 祐介 （慢性期リハビリテーション協会 副会⻑）
シンポジウム2
2月16⽇（土曜⽇） 15：00〜16：40
「慢性期リハに求められるセラピスト像

〜若⼿セラピストへのメッセージ〜」
シンポジスト：

半田 一登 （⽇本理学療法⼠協会 会⻑）
中村 春基 （⽇本作業療法⼠協会 会⻑）
深浦 順一 （⽇本⾔語聴覚⼠協会 会⻑）
浜村 明徳 （小倉リハビリテーション病院 名誉院⻑）

座⻑：浜村 明徳 （小倉リハビリテーション病院 名誉院⻑）

教育講演
教育講演1
2月16⽇（土曜⽇） 9：30〜10：30
「医療・介護連携とリハビリテーション」
演者：江澤 和彦 （⽇本医師会 常任理事）
座⻑：橋本 康子 （慢性期リハビリテーション協会 会⻑）
教育講演2
2月16⽇（土曜⽇） 13：20〜14：20
「在宅リハビリテーションの現状と課題

〜通所リハビリテーション・訪問リハビリテーションの
⽴場から〜」

演者：岡野 英樹 （全国デイ・ケア協会 理事）
宮田 昌司 （⽇本訪問リハビリテーション協会 会⻑）

座⻑：木⼾ 保秀 （慢性期リハビリテーション協会 副会⻑）

基調講演
2月15⽇（⾦曜⽇） 13：30〜15：00
「地域包括ケアを⽀える地域リハビリテーションシステム
〜地域リハビリテーションの実践経験から〜」
演者：澤村 誠志（兵庫県⽴総合リハビリテーションセンター）
座⻑：⻫藤 正身（第6回慢性期リハビリテーション学会 学会⻑）
特別講演
2月16⽇（土曜⽇） 10：40〜12：10
「地域包括ケアシステムの深化と地域リハビリテーション
〜事業経営の観点から〜」
演者：田中 滋（埼⽟県⽴⼤学 理事⻑／慶應義塾⼤学 名誉教授）
座⻑：⻫藤 正身（第6回慢性期リハビリテーション学会 学会⻑）


